
農業生産基盤保全管理・整
備事業調査費補助

0 200

後進地域特例法適用団体
補助率差額（基盤）

0 38

農村地域復興再生基盤総
合整備事業

4,400

参事官　大野　秀敏

会計区分 東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
復興施策の推進

東日本大震災からの復興に係る施策の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

土地改良法　第85条
東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関
する法律
農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に
関する法律　第3条　他

関係する計画、通
知等

食料・農業・農村基本計画（平成22年３月30日閣議決定）
土地改良長期計画（平成24年３月30日閣議決定）　等

（復興庁）

事業名 農地・農業用施設等の復興関連事業 担当部局庁 復興庁 作成責任者

後進地域特例法適用団体
補助率差額（災害）

3 0

計 83,861 75,654

後進地域特例法適用団体
補助率差額（防災）

23 0

後進地域特例法適用団体
補助率差額（戸別）

109 0

4,287

除塩事業 654 954

6,128 8,923

農業生産基盤保全管理・整
備事業調査費

1,500 800
平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

農地・農業用施設等災害復
旧等事業

71,044 60,452 所要額を計上

かんがい排水事業費（国営
事業地区）

―

（　－　） （8,310） （5,610） （2,230）

単位当たり
コスト

本事業は多様な工事内容を含むものであり、工事内容毎
に工事費が異なることから、単位当たりコストの算定は困
難。

算出根拠 -

津波被災農地で、営農再開に向けた取組を行う面積

※23年度補正予算分も含む。

活動実績

（当初見込
み）

面積
(ha)

－ 8,190 5280(暫定)

86

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

津波被災農地で、営農を再開した面積の割合

※23年度補正予算分も含む。

成果実績 ％ －
38

（　39　）
63(暫定)
（　65　）

73

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － 52

執行率（％） 57.2% 89.7%

執行額 25,660 4,416

△ 8,689

計 44,875 4,922 92,550 75,654

293,745 1,800 -

繰越し等 △ 248,870
248,870

8,689

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 - 11,811 83,861 75,654

補正予算

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

○被災した施設等の災害復旧・復興及び復旧と併せた再度災害防止に係る整備等を実施。
○被災農地に農業用水を安定的に供給する農業水利施設のうち、余震により損壊のおそれがある施設の改修・整備を実施。
　災害復旧事業　　　直轄：65/100（農業用施設）、50/100（農地）等
　　　　　　　　　　　　　補助：65/100（農業用施設）、50/100（農地）等
　土地改良事業等　 直轄：2/3等
　　　　　　　　　　　　　補助：1/2等

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

　東日本大震災の被災地を災害に強い新たな食料供給基地として再生・復興させるため、農地や農業用施設等を復旧、整備するほか、余震等
により損壊のおそれのある農業水利施設の耐震対策等を実施。

事業開始・
終了(予定）年度

平成24年度～未定 担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当）

事業番号 125

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

括弧内は農林水
産省が平成23年
度補正予算に計
上した同様の事業
（農林水産省0423
農地・農業用施設
等の復興関連事
業）の予算額を参
考記載しているも
の 



備考

（参考）
速やかな復旧に向けて（農地・農業用施設災害復旧事業のあらまし）：
http://www.maff.go.jp/j/nousin/bousai/bousai_saigai/b_hukkyuu/pdf/fukkyup.pdf

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 平成23年 平成24年 94

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

被災地を災害に強い新たな食料供給基地として再生・復興させるため、農地や農業用施設等を復旧、整備するほか、余震等により損壊のおそ
れのある農業水利施設の耐震対策等に向け、引き続き効率的な予算の執行に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現
状
通
り

引き続き効率的な予算の執行に努めていく。

点
検
結
果

【国費投入の必要性】
・災害復旧事業は、災害対策基本法に規定されている国及び地方自治体の実施責任に基づき、被害した施設等の災害復旧及び復旧と併せた再度災害防
止に係る整備等を実施するものであり、災害が発生しやすいわが国においては、農林水産業者の経済をもってしては復旧を迅速に処理することが困難であ
ることから、農林水産業の維持を図り、併せてその経営の安定に寄与するためには、都道府県が事業主体に対し補助するのに要する経費等に対して国費
を投入する必要がある。

【事業の効率性】
・コストについては、事業主体がその縮減に努めているが、国としても事業主体に対して指導等を行っている。

【事業の有効性】
・本事業は、被災地の営農再開を目指し、「農業・農村の復興マスタープラン」等に基づき災害復旧事業等を実施するものである。
・平成23年度補正予算に農林水産省予算として措置された被災地対策予算と一体的に執行を行っているため、成果実績及び活動実績についてはこれらの
予算を含んだものとなっている。

外部有識者の所見

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

・平成23年度においては、被災地対策予算を農林水産省に計
上している。

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

0130 農業水利施設等の震災対策 農林水産省

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

○ ・本事業は、災害復旧事業計画概要書の査定の実施や事業着
手、実施計画、事業計画の変更時における財務省協議などの
手続きを通じて有効性を担保している。
・成果目標は、農業・農村の復興マスタープラン等に基づき設
定し、達成度は着実に向上しており、活動実績も見込みに合っ
たものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 －

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ ・直轄事業においては、原則、全ての工事に一般競争入札を適
用している。また、入札の妥当性は、第三者機関である入札監
視委員会等により審議している。補助事業においては、一般競
争入札などの競争性のある方法により支出先を選定している。
・農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関
する法律等にて国と地方の負担割合を規定している。
・コスト縮減に向けた取組を強化している。ただし、工事内容や
人件費、資材費の変動により工事費が変動することから、年度
間の単位当たりコストの比較は適当ではない。
・費目・使途については、事業目的に則した工事費等に限定し
ている。
・不用が生じた理由は、福島県の原子力発電所事故に係る除
染計画に目処が立たなかったこと等による。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 －

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ ・東日本大震災により、約2万4千haに及ぶ農地が流失・冠水等
し、広域にわたりがれき・ヘドロ等の堆積や塩水の浸入等によ
る被害が生じるなど、甚大な被害が発生。農林水産業は東北
地方の基幹産業であることから、東日本大震災の被災地を災
害に強い新たな食料供給基地として再生・復興させるために
は、災害復旧は必要不可欠な事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○



資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

農地・農業用施設等災害復旧事業の実施状況

福島県の執行状況

１．直轄事業費

　(1)一般競争 19件 2,845百万円 １．工事請負費

［飛島建設（㈱）首都圏土木支店　1,052百万円］   (1)随意契約 １５件    ４７７百万円

　(2)指名競争入札 １件 28百万円 ［横山建設（株）　２２５百万円等］

［丸正建設(株)　28百万円］ ２．委託料    　８７百万円

  (3)随意契約 １件 68百万円 ※当初契約金額である。

［東鉄工業(株)　68百万円］ ※建設費は予定価格250万円以上を対象

※当初契約金額である。

ひぬま川土地改良区 千葉県香取市

１．建設費 １．委託料

　(1)指名競争 ３件 10百万円 ［千葉県　102百万円］ 102百万円

［（有）細谷建材　4百万円等］

※契約金額であり、県、市等の負担額を含む。 ※契約金額であり、県、市等の負担額を含む。

※建設費は予定価格250万円以上を対象。 ※建設費は予定価格250万円以上を対象。

他４所 他５県

７百万円 １００百万円

他１土地改良区 他１２市町

Ｅ　土地改良区 Ｆ　市町村

８百万円 ２１９百万円

ひぬま川土地改良区 香取市

和賀中部農業水利事業所 福島県 福島県

事業実施中の個別地

区について、関係機関

等と調整を図りつつ工

事を実施するなど、事

業管理を行う。

都府県下の市町村等

に対する交付金の交

付事務、事業の推進

に必要な事務、指導

監督、調整、調査検討

農業用施設等の復

旧等

他４県

１，８５０百万円 ５７４百万円 ５６４百万円

Ｂ　国営事業所等 Ｃ　県 Ｄ　県営

３，０２９百万円 １，３８７百万円 １，１６１百万円

管内の都府県に対する交付金の交付事務、農業用

施設の復旧及び調査検討、事業実施中の個別地区

の工事実施や事業管理等

３，１２７百万円

他２局

農業用施設等の復旧等 農業用施設等の復旧・整備等

復興庁

４、９２２百万円

農林水産省へ移替え

農林水産省

４，４１６百万円

Ａ　農林水産省

４，４１６百万円

東北農政局



計 564 計 0

委託費 査定設計を行うために必要な設計委託費 87

工事費
海岸保全施設の復旧工事のために必要な工
事費

477

D.福島県 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 574 計 0

補助金交付
市町村等が実施する農業用用排水施設等の
復旧・整備に係る補助金の交付

8

県営事業費
農業用施設等の復旧・整備等の県営事業実
施経費

566

C.福島県 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,850 計 100

船舶及機械器具費 自動車維持管理費 0.4

測量設計費
用水路等の施工に必要な調査、測量、設計
［設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等に発注］

203

用地費及補償費幹線用水路用地補償等 785

工事費
用水路等の施工に係る請負工事費
［建設業者に発注］

863 委託料
農業用施設の復旧工事のために必要な委託
料

100

B.和賀中部農業水利事業所 F.香取市

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3,127 計 7

直轄事業費 農業用施設の災害復旧を実施 1,976

補助金交付
県等が実施する農業用施設等の災害復旧事
業にかかる補助金の交付

1,151 工事費
農業用施設の復旧工事のために必要な工事
費

7

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す

る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.東北農政局 E.ひぬま川土地改良区

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.地方農政局

B.国営事業所等

Ｃ.県

D.県営

10

9

8

7

6

5 茨城県 同上 2 － －

4 新潟県 同上 17 － －

3 岩手県 同上 45 － －

2 宮城県 同上 532 － －

1 福島県 農業用施設等の復旧等 564 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6 新潟県 同上 19 － －

5 岩手県 同上 45 － －

4 千葉県 同上 100 － －

3 茨城県 同上 117 － －

2 宮城県 同上 532 － －

1 福島県 県下の市町村等に対する補助金の交付事務、事業の推進に必要な事務等 574 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5 仙台東土地改良建設事業所 〃 21 － －

4 利根川水系土地改良調査管理事務所 〃 79 － －

3 阿武隈土地改良調査管理事務所 〃 104 － －

2 印旛沼二期農業水利事業所 〃 973 － －

1 和賀中部農業水利事業所
事業実施中の個別地区について、関係機関等と調整を図りつつ工事を実施
するなど、事業管理を行う。

1850 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3 北陸農政局 同上 19 － －

2 関東農政局 同上 1,270 － －

1 東北農政局 管内の県に対する補助金の交付事務、指導監督等業務等 3,127 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



Ｅ.土地改良区

Ｆ.市町

10 茨城県鉾田市 同上 2 － －

9 新潟県十日町市 同上 2 － －

8 福島県新地町 同上 2 － －

7 茨城県神栖市 同上 3 － －

6 茨城県潮来市 同上 3 － －

5 茨城県鹿嶋市 同上 7 － －

4 福島県南相馬市 同上 8 － －

3 茨城県水戸市 同上 25 － －

2 茨城県稲敷市 同上 67 － －

1 千葉県香取市 農業用施設等の復旧等 100 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 千波湖鳥改良区 同上 1 － －

1 ひぬま川土地改良区 農業用施設等の復旧等 7 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


